
熊本地下水基金」「熊本地域地下水保全活用協議会」
の 3組織においても地下水保全対策に取組んでき
たが、熊本地域地下水保全対策会議で上記の組織
を統合する方針が提起された。そこで、3団体の目
的や事業等を移管・統合するとともに、専門家等
の指導助言を求めながら、地下水環境の向上に取
り組むこととなり、平成 24 年 4 月に（公財）くま
もと地下水財団を設立した。
（公財）くまもと地下水財団では、広域にまたが
る地下水について管理・保全に取り組むことが出
来る組織を目指すとともに、地域住民、事業者、
行政等の立場を超えた取組の拡大や、具体的な事
業を展開するために、①地下水環境調査研究事業、
②地下水質保全対策事業、③地下水涵養推進事業
④地下水採取・使用適正化推進事業と 4つの公益
事業の枠組みで地下水保全に取り組んでいる。

７．熊本地震後の取組について
平成 28 年熊本地震では、上水道施設が甚大な被

害を受け、取水井の濁水等による供給停止状態に
なり、市内全域 32 万 6千戸が断水した。断水時は、
公的機関の給水活動とは別に、私有の井戸水を被
災者の生活用水に提供するなど、個人や事業者に
よる独自のボランティア活動が見受けられた。
この経験から、地震等の災害により、熊本市内

において広域的な断水が発生したときは、上水道
が復旧するまでの間、迅速に水の確保が出来るよ
う、平成 29 年度から民間事業者 89 社と「災害時
における井戸水の提供に関する協定」を締結し災
害時の応急給水体制を構築している。
災害用井戸は、「飲料用」と「生活用水」の 2種

類があり、「飲料用」は、発災後、本市が水質検査
を実施し飲料として提供できるようにしている。
本事業は、今後も協力事業者を増やすとともに、

市民が協定井戸の所在地を平時から確認できるよ
う市ホームページ等を活用し周知を図っている。

８．くまもと水ブランドの推進
本市地下水の良質な水質・豊富な水量は保全す

べき資源であるとともに都市の魅力づくりに生か
すべき資源である。「熊本といえば水」「水といえ
ば熊本」と評価されるよう本市の地下水を都市ブ
ランドとして発信している。
そのひとつとして、地域や学校などに出向き、

熊本の地下水や節水について啓発を図るとともに、
平成 20 年度から全国初の水に関するご当地検定と
して「くまもと「水」検定」を実施し熊本の地下
水への関心の向上を図ってきた。

また、本市にある湧水、食、祭り、風習など有形・
無形を問わず本市の水に関係するものを「熊本水
遺産（平成 30 年度末　登録数 92 件）」として登録
するとともに、水文化を守ったり、水の魅力をPR
する方々を「くまもと水守（平成 30 年度末　登録
数 187 人）」として登録するなどにより、本市の水
の魅力の情報発信を行っている。

９．おわりに
地下水保全条例の制定から、市民、事業者、地
下水採取者、行政、また市域を超えたこれまで 30
年以上にわたる地下水保全の取組は、国内外で高
く評価されており、平成 25 年 3 月には「国連 “生
命（いのち）の水” 最優秀賞」を受賞した。
令和 2年（2020 年）10 月には、アジア太平洋地
域の 49 か国の首脳級が参加する「第 4回アジア・
太平洋水サミット」を本市で開催する。
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内外に情報発信・共有し、水に関する諸問題の解
決に貢献をしていくことを目指している。

（第 4 回アジア・太平洋水サミット　ロゴマーク）

１．はじめに
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用水に留まらず、産業、観光と密接に係わり、欠
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域活動が持続可能となることを目指す「安曇野市
水環境基本計画・行動計画」1）（以下、「本計画」
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に引き継ぐ
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用の取組みの方向性に合致したもので、平成 30 年
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に生きる私たちに課せられた大切な責務であるこ
とを本計画では位置付けている。

３．目標
当面は、「水資源の保全・強化・活用に関する施策」
と「施策の実現に向けた環境づくり」を大きな 2
本柱とし、その下に 6つの主要施策（図-2）を設
定する。そして、それぞれを着実に達成していく
ことの相乗効果により、継続的・段階的に目標を
前進させていく。
1つ目の柱、「水資源の保全・強化・活用に関す
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サスティナブルな社会を目指す安曇野市の地下水保全の取組み
長野県 安曇野市 市民生活部 環境課 主査 髙野 貴史

写真︲1　名水百選「安曇野わさび田湧水群」
（2016名水百選選抜総選挙（環境省）景観・観光部門第1位）

図︲1　安曇野市の取組み
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や産業に使用される水源の多くは地下水であり、
利用後は表流水として地域を流下する。水資源の
保全・強化・活用においては、「地下から取った水
は、取った分だけ地下に還す」を基本的な行動規
範とすることから、施策の目標設定に当たっても、
人為的な涵養の取組量を目標値として設定する。
○目標 1： 令和 8年度の人為的な地下水涵養量

年間 300 万㎥
2つ目の柱、「施策の実現に向けた環境づくり」は、

地下水保全に向けた地域の合意形成や「ヒト・モノ・
カネ」等の確保など、実行環境整備を図るもので
あり、以下を目標とする。
○ 目標 2： 水環境マネジメントと地域経済の好循

環サイクルの構築
具体的には「地下水マネジメント」、「採取者責務

の明確化」、「水使用量の可視化」、「地域参加の合意
形成・意識啓発」、「資金調達」、「管理団体の設立」、
「涵養手法の研究と実践」などの取組みである。
また、地域経済の継続的な発展、水文化の継承、

災害や渇水に強い地域づくりなどへの寄与を継続
的に享受するためには、利用できる地下水環境を
損なわないための保全の視点も不可欠で、このた
め、地域の実情に応じて保全と利用のバランスを
とる地下水マネジメントにより、持続可能な地下
水の保全と利用に取り組むことが重要となる。と
りわけ、本市の場合、地下水保全（質・量）の中
でも量の保全が重点課題で、これを解決するため

の涵養・節水・再利用・再涵養施策などを踏まえ
た水収支管理が地下水マネジメントの重要な視点
となる（図-3-1,2）。

なお、安曇野市の豊水期の地下水賦存量は昭和
61 年から平成 19 年にかけて減少したが、平成 19
年から平成 27 年にかけては微増している（図-4）。

４．課題
本計画の基本的な考え方は、関係各主体が主体
的に取組み地域全体で地下水保全に取り組もうと
いうものであるが、本計画推進に当たって直面し
ている当面の課題は、施策実現に向けた環境づく
りで、具体的には、利害関係者の地下水保全意識
の醸成である。この背景には、地下水利用が上水
道（水道利用者）・揚水（工業事業者、養鱒事業者
等）・湧水（湧水利用事業者）利用者と多用途であ
るという本市の特徴が挙げられる。
また、本市の取組みは未然防止に取り組むもので、
わさび田湧水群では、地下水位の低下によるわさび
栽培への影響が顕在化しているものの井戸から地下
水を汲み上げている市民や事業者は、これまで、日
常生活・事業に支障が生じる規模の井戸枯れ、地盤
沈下、地下水汚染、湧水消失・減少といった地下水
障害を経験したことが無い。このため、当たり前に恵
まれた水環境の中、有限な地下水の大切さを認識し
つつも、節水や再利用など、各々が具体的な地下水
保全行動を始めるきっかけを作りにくい状況にある。

５．市民意向調査結果（意識変容）
令和元年に前回（平成 23年）からの市民の地下

水保全意識の変容と事業評価並びに今後の事業展開
に反映することを目的に市民（1,500 人）を対象とし
た意向調査を実施したのでその結果の一部を紹介す
る（回答者数 479人・回答率 約 32％）（図︲4︲1 ～ 7）。

図︲4　豊水期（8 月）の地下水賦存量の変化

図︲3︲2　施策の目標

図︲2　施策の体系

図︲3︲1　施策の目標

市民の 100％近くが地下水を大切な資源と捉えて
いる現状が明らかになった一方で、地下水が減少
傾向にあることを知っている市民は、前回調査と
ほとんど変わらずより一層の普及啓発が求められ
る。地下水に関する主な心配ごとは「事業などの
大量の地下水利用による地下水減少」や「湧き水
の減少によるわさび栽培などの地域産業や観光へ
の影響」が挙げられた。また、約 98％の市民が地
下水保全に取り組んだ方が良いと回答した。

市民の 9割近くが水資源（地下水）は「みんな
の財産で公のもの」と認識している。また、地下
水保全に取り組む者として適当なのは「全員」で
あると回答した割合は微増した。「行政」と回答し
た割合も 7％と減少しているが依然、3割近くの市
民が「行政」が取り組むものであるという認識を
もっていることが明らかになった。

家庭で節水に取り組む市民の割合が前回調査か
ら 1割以上増加した。前述した意向調査結果から
推測すると地下水保全（節水）以外の意識、具体
的には、経済・社会情勢を受けた節約などの意識
が行動変容の一因にあることも想定されることか
ら今後は視点を変えたアプローチも検討する。
今回の調査結果からも市民の行動変容につなげ

るために必要な地下水保全意識のさらなる醸成が
求められる現状が浮き彫りとなった。

６．普及啓発活動とサポーター制度
この状況を打開するため本市では、指針・計画

などの策定過程で蓄積した地下水に関わる科学的
知見や地下水保全の意義を次世代へ引き継ぐため、
市職員と協力企業による市内小中学生を対象とし
た出前授業を行っている他、市民や企業を対象と
した出前講座も行っている（写真-2）。

図︲4︲1　市民意向調査結果 1

図︲4︲2　市民意向調査結果 2

図︲4︲3　市民意向調査結果 3

図︲4︲4　市民意向調査結果 4

図︲4︲5　市民意向調査結果 5

図︲4︲6　市民意向調査結果 6

図︲4︲7　市民意向調査結果 7
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た割合も 7％と減少しているが依然、3割近くの市
民が「行政」が取り組むものであるという認識を
もっていることが明らかになった。

家庭で節水に取り組む市民の割合が前回調査か
ら 1割以上増加した。前述した意向調査結果から
推測すると地下水保全（節水）以外の意識、具体
的には、経済・社会情勢を受けた節約などの意識
が行動変容の一因にあることも想定されることか
ら今後は視点を変えたアプローチも検討する。
今回の調査結果からも市民の行動変容につなげ
るために必要な地下水保全意識のさらなる醸成が
求められる現状が浮き彫りとなった。

６．普及啓発活動とサポーター制度
この状況を打開するため本市では、指針・計画
などの策定過程で蓄積した地下水に関わる科学的
知見や地下水保全の意義を次世代へ引き継ぐため、
市職員と協力企業による市内小中学生を対象とし
た出前授業を行っている他、市民や企業を対象と
した出前講座も行っている（写真-2）。

図︲4︲1　市民意向調査結果 1

図︲4︲2　市民意向調査結果 2

図︲4︲3　市民意向調査結果 3

図︲4︲4　市民意向調査結果 4

図︲4︲5　市民意向調査結果 5

図︲4︲6　市民意向調査結果 6

図︲4︲7　市民意向調査結果 7

RIVER FRONT Vol.90

12



また、各主体のボランティア活動を促す「安曇
野ウォータープラン・サポート制度」に取組み、
平成 30 年度からは家庭用井戸を対象に、市が水質
検査費を補助する代わりに市民が週 1回の地下水
位測定と報告に協力する「水質検査費の補助制度」
が始まっている。

７．近年の主な成果（国関連）
流域水循環計画認定から2年が経過した。この間

の本市の主な国関連の成果は次の通りである（表-1）、
（写真-3）。

８．求められる合意形成
本市は、施策の継続的取組みに必要な資金調達

について検討するため平成 30 年度に資金調達専
門部会を設置した。前述のとおり、地下水利用が
多用途・多量で、当たり前に恵まれた水環境の中、
未然防止に取り組む本市にとって資金調達実現の

鍵は「合意形成」にある。
そして、普段目に見えない地下水の合意形成に
は、見える化・魅せる化や科学的知見に基づく分
かりやすく丁寧な説明による利害関係者の理解促
進が求められる。

９．課題解決に向けて
本市にとって地下水は貴重な地域資源である。
他方、当たり前に恵まれた水環境の保全に継続的
に取り組むには、保全のみの視点では限界がある。
何のために保全するのか。具体的には、本市の環境・
社会・経済に与える地下水の価値を踏まえ、安曇
野市の地下水資源が、将来的にも健全な状態を維
持し、安定的に活用されることが、ひいては安曇
野市の持続的な地域活動の実現につながることを
正しく伝え、理解される必要がある。このためには、
保全と利用のバランスを意識し、行政主導による
一律の規制によらない新たな仕組みづくりが求め
られ、科学的知見や手法（技術）、財源が欠かせない。
このような中、国は「流域水循環計画」に基づき
実施される施策の一部の交付金の配分に当たり配
慮する政策を打ち出した。今後は、企業の動機付
けとして、温暖化対策や SDGs のように水への関
心が高まる社会づくりを期待する。

10．今後の展望
今後は、本市の強みである地下水を「将来も安全・
安心に有効（適正）利用するために、保全に取り
組む」前向きな視点に立ち、これらの課題を解決
するために大学など研究機関の研究成果や民間活
力を活用した地下水マネジメントを進めることで、
利害関係者の合意形成を図り各主体が地下水保全
活動に取組みやすい実行環境整備や持続可能な資
金確保を実現し安曇野の水環境を次世代に引き継
ぐ（写真-4）。

写真︲2　出前講座を聴講する児童・生徒

年度 内　　容

H30 【内閣官房】「先進的な流域マネジメントに関するモデル調査」選定

H30 【内閣官房】流域水循環アドバイザー会議・視察の安曇野市開催

H30 【国土交通省】「地下水の見える化（図面化手法）調査」パイロット地域選定

H30 【国土交通省】「地下水マネジメントのススメ」セミナーに於いて事例報告

R1 【国土交通省】国土交通大臣表彰「水資源功績者表彰」受賞

表 ︲1　近年の成果（国関連）

写真︲3　近年の成果（国関連）
写真︲4　北アルプスと拾ケ堰（世界かんがい施設遺産）

参考文献 
1) 安曇野市水環境基本計画・水環境行動計画
　URL:http://www.city.azumino.nagano.jp/soshiki/16/35293.html
2) 安曇野市地下水資源強化・活用指針
　URL:http://www.city.azumino.nagano.jp/soshiki/16/35293.html

１．はじめに
大規模地震等の災害時には水道施設の機能が停

止し、生活に不可欠な水供給が停止する恐れがあ
る。このような非常時における水源として地下水
利用が有効であるが、無計画な地下水利用は、広
域地盤沈下を引き起こし、その後の浸水リスクの
増大など様々な問題を引き起こすことが懸念され
る。この課題に対し、戦略的イノベーション創造
プログラム（SIP）「国家レジリエンス（防災・減災）
の強化」では、どこでどの程度の揚水が可能であ
るかを判定するシステムの開発を進めている。
上記システムは、水循環解析モデルをベースと

しているが、解析精度の向上には地盤構造を適切
に把握する必要がある。しかし、既往資料等が不
足する場合も多く、モデル構築が適切に行えない
ことも想定される。このような状況の中、見えな
い地下構造をいかに効率的に把握するかも重要な
課題である。
SIP では、広範囲な地下構造を時間をかけずに

把握する手法として、微動アレイ探査や浅層反射
法に加え、ドローンを用いた空中電磁探査を、濃
尾平野に適用し、断層付近の透水性を含む水理構
造の把握を試みている。

２．SIP における取り組み
2018 年からスタートした SIP にて、「災害時地

下水利用システム開発」を進めている。
このシステム開発は、環境に大きな影響を及ぼ

すことなく地域の実情に応じて利用できる地下水
を定量的に明らかにし、地震、洪水等の非常時に
際し強靭な水供給システムを開発することにより、
水供給サービスの被害最小化に資することを目的
とするものである。政府、自治体や流域協議会（水
循環基本計画に定める流域水循環協議会）が実装
し、BCPの策定（防災用井戸の配置計画、ポンプ
の仕様等の検討）を含む事前準備や非常時におけ
る意思決定に利用されることを想定している。
このシステムは、図 1に示すように地下水・地盤
の挙動を数値シミュレーションによる解析するシス
テム、地下水・地盤の挙動を監視するモニタリング
システム、それらをもとに給水可能施設を地図上に

整理して表示・提供するシステムにより構成され、
非常時における水需要と水供給を含めた水源の確保
状況をリアルタイムで把握し、利用可能な地下水の
量と場所を特定するのに資するものである。

３．水循環解析モデル
地盤沈下等を引き起こさない程度に、いつ、ど

こで、どれほどの揚水が可能であるのかを定量的
に把握するために、水循環解析モデルを用いるこ
ととしている。対象地域の基盤モデル（地質・地形・
土地利用等）を基に数値モデルを構築し、そこへ
気象条件や揚水条件を与え、地下水の水位変動を
シミュレーションし、その結果をもとに地盤沈下
量も推定することで、揚水量と沈下量の関係を時
空間的に評価することが出来ると考えている。
現在、濃尾平野を対象に水循環解析モデルの構

築を進めているところであるが、その数値シミュ

災害時における地下水利用に向けた水循環解析
モデル構築と物理探査技術の適用について

応用地質株式会社　五十嵐　崇博

図 1．「災害時地下水利用システム」のイメージ

図 2．「GETFLOWS」が扱う水循環システム

株式会社地圏環境テクノロジー　HP
https://www.getc.co.jp/getfl ows/
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